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株主の皆さまへ

株主の皆さまには、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は、当社の事業運営につきまして格別のご高配を賜り厚くお礼申しあ

げます。

さて、このたび当社第32期中間決算（平成13年１月21日から平成13年７月

20日まで）を終了いたしましたので、ここに営業の概況と主要項目について

ご報告申しあげます。

株主の皆さまにおかれましては、一層のご支援を賜りますようお願い申し

あげます。

平成13年10月

代表取締役社長 杉　村　和　則
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営業の概況

当中間期におけるわが国経済は、米国経済もピークをつけ、政府による景
気浮揚策も息切れし、比較的好調だったIT関連産業も業績が悪化する等厳
しさを増し、失業率は高水準で高止まり、個人消費は依然低迷したままで推
移いたしました。
外食産業におきましても、前述の如く、長引く個人消費低迷の煽りを受け、
ファーストフード業界の値下げ競争など、競争は更に一層厳しくなり、経営
環境も一段と厳しさを増しております。
このような環境に対応すべく当社は全店共同販促企画の増強など積極的な

営業活動と効率経営を行ってまいりましたが、業績は期初の見通しを大幅に
下回る結果となりました。
各部門の概況は次の通りであります。
１. 和食�類部門

サガミの店名で親しまれております和食�類部門の売上高は、136億74
百万円となり、売上高の96.4％を占め、引き続き当社の主力部門として位
置づけられております。
新規出店は、岐阜県下に１店舗（鵜沼店）、兵庫県下に１店舗（姫路辻

井店）、埼玉県下に１店舗（埼玉八潮店）、静岡県下に１店舗（榛原店）、
神奈川県下に１店舗（伊勢原店）を開店いたしました。
これにより、店舗数は180店舗となりました。

２. その他の部門
その他の部門の売上高は５億16百万円となり、うち焼肉部門の売上高は

３億56百万円、新業態部門の売上高は１億60百万円となりました。
新規出店は、焼肉のじゅうはち家を１店舗（木場店）、アジア料理店

URARAKA亭を１店舗（一宮末広店）をいずれも愛知県下に開店いたしました。
これにより、店舗数はじゅうはち家５店舗、味の太鼓判２店舗、

URARAKA亭１店舗となりました。
この結果、当中間会計期間の売上高は141億91百万円（前年同期比0.8％増）
となり、経常利益は３億11百万円（前年同期比45.9％減）、中間損失は50百
万円（前年同期は２億51百万円の利益）となりました。
なお、中間配当につきましては、株主各位への利益還元を優先し、１株に
つき６円50銭の配当を継続させていただきました。
下半期につきましては、政府による不良債権処理を始めとした構造改革の
期待感はあるものの、即効性のある景気浮揚策の決め手がなく、個人消費の
回復は期待薄と思われます。通期の見通しにつきましては、顧客の満足度の
一層の向上を目指すとともに販売促進活動も積極的に押し進める一方、経費
の削減を徹底した店舗運営を目指す所存でありますが、増収ながら減益とな
る見通しであります。
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上半期部門別売上高

ど
ん
ど
ん
庵
部
門

そ
の
他
の
部
門

（単位　千円）

期　別 第32期中間期 第31期中間期
区　分

前　年
同期比

店舗業態別 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

％ ％ ％
和 食 � 類 部 門 13,674,740 96.4 13,406,018 95.2 + 2.0

セルフうどん（直営） （ ─）（ ─） （ 43,021）（ 0.3） ─

ＦＣ向食材売上高 （ ─）（ ─） （ 177,961）（ 1.3） ─

Ｆ Ｃ 売 上 歩 合 等 （ ─）（ ─） （ 39,575）（ 0.3） ─

小　　　　　計 ─ ─ 260,559 1.9 ─

焼 　 肉 　 部 　 門 （ 356,765）（ 2.5） （ 323,477）（ 2.3） + 10.3

新 業 態 部 門 （ 160,120）（ 1.1） （ 86,457）（ 0.6） + 85.2

小　　　　　計 516,886 3.6 409,935 2.9 + 26.1

合　　　　　　　計 14,191,627 100.0 14,076,512 100.0 + 0.8

（注）どんどん庵部門につきましては、平成12年４月21日をもって全額出資子会社株式
会社ディー・ディー・エーに営業譲渡しております。
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月別売上高の推移
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■愛知県
【じゅうはち家】１店舗 木場店
【URARAKA亭】１店舗 一宮末広店

■岐阜県
【サ　ガ　ミ】１店舗 鵜沼店

■兵庫県
【サ　ガ　ミ】１店舗 姫路辻井店

■静岡県
【サ　ガ　ミ】１店舗 榛原店

■神奈川県
【サ　ガ　ミ】１店舗 伊勢原店

■埼玉県
【サ　ガ　ミ】１店舗 埼玉八潮店

新規店舗一覧（平成13年１月21日から平成13年７月20日まで）

京都府�
サガミ２店 

福井県�
サガミ３店 

岐阜県�
サガミ　　　19店 
じゅうはち家２店 

大阪府�
サガミ15店 

滋賀県�
サガミ９店 

兵庫県�
サガミ11店 

埼玉県�
サガミ６店 

奈良県�
サガミ12店 

愛知県�
サガミ　　　55店 
じゅうはち家３店 
味の太鼓判　２店 
URARAKA亭　１店 

静岡県�
サガミ18店 

神奈川県�
サガミ５店 

三重県�
サガミ16店 

東京都�
サガミ４店 

石川県�
サガミ２店 

富山県�
サガミ３店 

都府県別店舗分布（平成13年７月20日現在）
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中間貸借対照表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　千円）

〔資 　 産 　 の 　 部〕
流 　 動 　 資 　 産 4,055,406 4,445,329
現 　 金 　 及 　 び 　 預 　 金 2,442,083 2,892,661
売　　　　　掛　　　　　金 41,754 25,081
有　　　価　　　証　　　券 959,016 884,561
自　　　己　　　株　　　式 1,172 1,453
商　　品　　・　　製　　品 72,605 87,879
原　　　　　材　　　　　料 154,493 131,739
貯　　　　　蔵　　　　　品 31,752 28,422
前　　　払　　　費　　　用 167,531 182,197
未　　　収　　　収　　　益 4,189 4,818
短　　期　　貸　　付　　金 3,334 2,446
繰 　 延 　 税 　 金 　 資 　 産 49,639 50,264
そ　　　　　の　　　　　他 142,954 154,977
貸　　倒　　引　　当　　金 △ 15,123 △ 1,173

固 　 定 　 資 　 産 21,668,120 21,210,223
有 形 固 定 資 産 15,101,284 14,607,557
建　　　　　　　　　　　物 5,487,757 4,987,639
構　　　　　築　　　　　物 1,341,835 1,354,614
機　　　械　　　装　　 置 986,637 1,019,681
車　　両　　運　　搬　　具 9,830 6,529
器 　 具 　 及 　 び 　 備 　 品 441,170 493,663
土　　　　　　　　　　　地 6,666,179 6,666,179
建　　設　　仮　　勘　　定 167,872 79,250
無 形 固 定 資 産 255,509 267,956
借　　　　　地　　　　　権 173,996 191,917
電　　話　　加　　入　　権 29,637 28,763
ソ 　 フ 　 ト 　 ウ 　 ェ 　 ア 12,284 9,354
施　　設　　利　　用　　権 39,591 37,920
投 　 　 資 　 　 等 6,311,326 6,334,709
投 　 資 　 有 　 価 　 証 　 券 1,633,060 1,792,171
自　　　己　　　株　　　式 32,304 ―
子　　会　　社　　株　　式 202,500 202,500
出　　　　　資　　　　　金 12,608 12,608
長　　期　　貸　　付　　金 59,110 944
長 期 差 入 保 証 金 3,739,387 3,756,188
長 　 期 　 前 　 払 　 費 　 用 129,509 137,340
繰 　 延 　 税 　 金 　 資 　 産 49,835 7,533
そ　　　　　の　　　　　他 453,021 425,429
貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 11 △ 6

資　　産　　合　　計 25,723,526 25,655,552

期　　別 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末
科　　目 （平成13年７月20日現在） （平成12年７月20日現在）
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（単位　千円）

〔負 　 債 　 の 　 部〕
流 　 動 　 負 　 債 2,681,642 2,711,204
買　　　　　掛　　　　　金 763,199 684,632
一 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金 133,720 213,940
未　　　　　払　　　　　金 1,204,463 1,064,504
未 　 払 　 法 　 人 　 税 　 等 166,333 360,606
未　　　払　　　費　　　用 118,851 99,882
預　　　　　り　　　　　金 117,217 113,526
賞　　与　　引　　当　　金 176,970 174,112
そ　　　　　の　　　　　他 886 ―

固 　 定 　 負 　 債 2,703,077 2,562,740
社　　　　　　　　　　　　債 2,500,000 2,500,000
長　　期　　借　　入　　金 124,900 61,240
預　　り　　保　　証　　金 22,765 1,500
退　職　給　付　引　当　金 55,412 ―

負　　債　　合　　計 5,384,720 5,273,944

〔資 　 本 　 の 　 部〕
資 　 　 本 　 　 金 6,303,521 6,303,521
法　定　準　備　金 7,618,504 7,576,556
資　　本　　準　　備　　金 7,255,780 7,255,780
利　　益　　準　　備　　金 362,723 320,775

剰 　 　 余 　 　 金 6,417,669 6,501,530
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 13,412 13,412
別　　途　　積　　立　　金 6,176,500 5,976,500
中　間　未　処　分　利　益 227,756 511,618
（うち中間利益又は中間損失（△）） （△　50,312） （ 251,884）

評　価　差　額　金 △ 888 ━
その他有価証券評価差額金 △ 888 ―

資　　本　　合　　計 20,338,806 20,381,608

負 債 ・ 資 本 合 計 25,723,526 25,655,552

期　　別 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末
科　　目 （平成13年７月20日現在） （平成12年７月20日現在）
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中間損益計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位　千円）

（経 常 損 益 の 部）
営 　 業 　 損 　 益 　 の 　 部
営　　　業　　　収　　　益 14,191,627 14,076,512
売　　　　上　　　　高 14,191,627 14,076,512
営　　　業　　　費　　　用 13,892,408 13,520,523
売　　上　　原　　価 4,009,788 4,095,598
販売費及び一般管理費 9,882,620 9,424,925
営　　業　　利　　益 299,218 555,988

営　業　外　損　益　の　部
営　　業　　外　　収　　益 52,559 74,705
受 取 利 息 ・ 配 当 金 19,608 12,273
受　　取　　家　　賃 17,041 39,031
有 価 証 券 売 却 益 124 ─
雑　　　　　　　　　　益 15,785 23,400

営　　業　　外　　費　　用 40,605 55,286
支　　払　　利　　息 28,937 30,120
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ─ 20,351
雑　　　　　　　　　　損 11,668 4,814
経　　常　　利　　益 311,171 575,408

（特 別 損 益 の 部）
特　　　別　　　利　　　益 340 140,019
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ─ 142
営　業　権　譲　渡　益 ─ 139,876
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 340 ─

特　　　別　　　損　　　失 204,653 125,838
固 定 資 産 売 却 損 ─ 926
固 定 資 産 除 却 損 88,442 82,821
役 員 退 職 慰 労 金 45,876 3,720
退　職　給　付　費　用 41,491 ─
借　地　権　償　却　費 22,531 ─
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,331 ─
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,980 38,370
税 引 前 中 間 利 益 106,859 589,589
法人税、住民税及び事業税 170,000 354,000
法　人　税　等　調　整　額 △ 12,828 △ 16,295
中間利益又は中間損失（△） △ 50,312 251,884
前　期　繰　越　利　益 278,069 208,677
過 年 度 税 効 果 調 整 額 ─ 41,502
税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
固定資産圧縮積立金取崩高 ─ 9,554

中　間　未　処　分　利　益 227,756 511,618

期　　別 当　中　間　期 前　中　間　期
平成13年１月21日から 平成12年１月21日から

科　　目 平成13年７月20日まで 平成12年７月20日まで（ ）（ ）
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
1. 資産の評価基準及び評価方法

� たな卸資産
� 商品・製品・原材料・貯蔵品（工場及び物流センター購入分）

総平均法による原価法を採用しております。
� 原材料・貯蔵品（店舗購入分）

最終仕入原価法を採用しております。
� 有価証券

� 満期保有目的債券
償却原価法によっております。

� その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により
処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産

定率法（ただし建物は定額法）を採用しております。
ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、残存価額を零とし、
契約残年数を基準とした定額法によっております。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、３年間で均等償却する方
法を採用しております。

� 無形固定資産
法人税法の規定と同一の方法による定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
また、事業用定期借地権については、契約残年数を基準とした定額法によっております。

� 長期前払費用
定額法によっております。

3. 引当金の計上基準
� 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率（法人税法の
経過措置による法定繰入率が貸倒実績率を超える場合には法定繰入率）により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不可能見込額を計
上しております。

� 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に備えるため賞与の支給見込額の当中間期対応分を計上して
おります。

� 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して
おります。
なお、会計基準変更時差異（414,914千円）については、５年による按分額を費用処理
しております。

4. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

5. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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追加情報
金融商品会計
当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成11年１月22日））を適用し、有価証券の評価の方法、貸倒引当金の計上の方
法、ゴルフ会員権の評価の方法、建設協力金の評価の方法を変更しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は62,836千円、税引前中間利益は
58,505千円それぞれ多く計上されております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、一年以内に満期の到来する有価証券は流
動資産として、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。これによる影響額はあ
りません。
退職給付会計
当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成10年６月16日））を適用しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用は55,142千円多く、営業利益
及び経常利益は13,857千円、税引前中間利益は55,348千円少なく計上されております。
事業用定期借地権契約による借地上の建物の減価償却の方法
事業用定期借地権契約による借地上の建物の減価償却の方法は、従来、法人税法の規定に基づく定
額法によっておりましたが、建物が事業用定期借地権の契約期間満了とともに撤去される同借地権
の趣旨及び健全性の見地から、当中間会計期間から残存価額を零とし、契約残年数を基準とした定
額法に改めることといたしました。
この処理により、従来の方法によった場合と比較して、建物に係る減価償却費が2,393千円多く計上
される結果、営業利益、経常利益及び税引前中間利益は2,393千円それぞれ少なく計上されておりま
す。
事業用定期借地権の償却
事業用定期借地権（当該借地権を設定している土地の改良費等を含む）については、従来の借地権
に準じ非償却資産として処理してきましたが、同借地権の趣旨及び健全性の見地から当中間会計期
間から契約残年数を基準とした定額法にて償却することといたしました。
この処理により、従来の方法によった場合と比較して、借地権償却費が26,108千円計上される結果、
営業利益及び経常利益は3,576千円、税引前中間利益は26,108千円それぞれ少なく計上されておりま
す。

注記事項
（中間貸借対照表関係）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,353,202千円
2. １株当り中間損失 ２円01銭
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株式の状況（平成13年７月20日現在）

金 融 機 関（13.8％）�
外　国　人（ 0.9％）�
その他法人（ 9.8％）�
証 券 会 社（ 0.4％）�

　①所 有 者 別 分 布（株式数比率） 

　②所有株式数別分布（株式数比率） 

　③地 域 別 分 布（株式数比率） 

個人・その他（75.1％）�

１万株以上（ 5.5％）�
５千株以上（ 1.5％）�

5万株以上（ 3.5％）�
50万株以上（ 7.1％）�

5千株未満
（40.0％）�

10万株以上
（14.4％）�

100万株以上
（28.0％）�

関東地区（10.0％）�
近畿地区（11.3％）�
外　　国（ 0.8％）�
そ の 他（ 0.6％）�

中部地区（77.3％）

1. 会社が発行する株式の総数 74,630,000株
2. 発行済株式総数 24,972,784株
3. 株主数 9,511名
4. 大株主

株 　 　 主 　 　 名 持　株　数 出 資 比 率

栗 　 　 　 本 　 　 　 宗 　 　 　 夫 1,938 7.8
岩 　 　 　 月 　 　 　 康 　 　 　 之 1,559 6.2
昌　和　物　産　株　式　会　社 1,355 5.4
北 　 　 　 村 　 　 　 昌 　 　 　 夫 1,110 4.4
大 　 　 　 嶋 　 　 　 つ 　 き 　 子 1,034 4.1
株　式　会　社　愛　知　銀　行 629 2.5
株　式　会　社　東　海　銀　行 629 2.5
サ 　 ガ 　 ミ 　 共 　 栄 　 会 505 2.0
第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 399 1.6
岩 　 　 　 月 　 　 　 恵 　 　 　 子 383 1.5

％千株

5. 株式分布状況
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会社の概要（平成13年７月20日現在）

商　　　　　号 株式会社サガミチェーン
設 立 年 月 日 昭和45年３月４日
資　　本　　金 6,303,521,149円
従　業　員　数 836名
本　　　　　社 名古屋市守山区森孝一丁目1709番地
店　　舗　　数 188店舗

主要な事業内容
① 当社は和食�類の「サガミ」のほか、焼肉と中華そばの「じゅうはち
家」、�類専門店の「味の太鼓判」、アジア料理店「URARAKA亭」を
経営することを主要な事業としております。
② 当社の店舗は、東海地区（愛知県、三重県、岐阜県）を中心に北陸地
区（福井県、石川県、富山県）、関西地区（奈良県、大阪府、京都府、
滋賀県、兵庫県）及び関東地区（埼玉県、静岡県、神奈川県、東京都）
におよんでおります。

取 締 役 会 長 栗 　 本 　 宗 　 夫

取 締 役 相 談 役 岩 　 月 　 康 　 之

代表取締役社長 杉 　 村 　 和 　 則

代表取締役副社長 真 　 鍋 　 洋 　 治

専 務 取 締 役 黒 　 田 　 豊 　 光

専 務 取 締 役 福 　 田 　 誠 　 司

取 　 締 　 役 竹 　 内 　 典 　 夫

取 　 締 　 役 畑 　 　 　 和 　 夫

常 勤 監 査 役 内 　 藤 　 　 　 巧

常 勤 監 査 役 藤 　 井 　 博 　 規

監 　 査 　 役 伊 　 藤 　 武 　 正

役　員（平成13年７月20日現在）
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株主メモ

決　　算　　期 毎年１月20日

定 時 株 主 総 会 毎年４月中旬

配当金受領株主確定日 利益配当金　毎年１月20日

中間配当金　毎年７月20日

基　　準　　日 定時株主総会関係　毎年１月20日

その他必要がある場合は、あらかじめ公告いたします。

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

東洋信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 所 東京都江東区東砂七丁目10番11号（〒137－8081）

東洋信託銀行株式会社　証券代行部

電話（03）5683－5111（代表）

同　取　次　所 東洋信託銀行株式会社　全国各支店

公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

名古屋証券取引所　市場第一部

株 主 優 待 制 度 1,000株以上の株主に対し、15,000円（消費税を含む）

の株主優待食事券を年２回（年間30,000円）贈呈い

たします。

インターネット
http://www.sagami.co.jp/

ホームページアドレス



〒463－8535 名古屋市守山区森孝一丁目1709番地
電話（０５２）７７１－２１２６


